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を求め始めていた。さらに，国や都道府県も異なる

GAP基準を作り，生産側に導入を進めた。GAPは適切

な農場管理の基準であり，GAP導入は「信頼できる農

場の目印」として機能するべきものであるにもかかわら

ず，それぞれの GAP基準の内容が異なるために生産側

と流通側の信頼関係構築に役立てることが困難であっ

た。GAP乱立の状態に，生産現場は大いに戸惑い，何

のために GAPをやるのかわからないという声が多くな

った。この問題の解決を目指し，民間主導で日本 GAP

協会が設立され，農業界と流通業界の業界標準 GAPと

して「JGAP」を開発するプロジェクトが始まった（表―

は　じ　め　に

2010 年 3 月に政府が「食料・農業・農村基本計画

（農林水産省，2010 a）」を策定・閣議決定した。これは

5年に一度策定される農政の中長期の方針を定めたもの

である。その中で GAPについて次のように定められた。

（ 1）「後始末より未然防止」の考え方を基本に，国産

農林水産物や食品の安全性向上のための科学的知見に基

づく施策の推進に加え，フードチェーンにおける取組で

ある「トレーサビリティ・システム」や「危害分析・重

要管理点（HACCP）」，「農業生産工程管理（GAP）」の

定着を実現。

（ 2）食品安全に加え，環境保全，労働安全のように幅

広い分野を対象とする高度な取組内容を含む GAPの推

進は，消費者・生産者双方がメリットを享受できるもの

と考えられることから，その共通基盤づくりを進めると

ともに，産地におけるさらなる取組の拡大と取組内容の

高度化を推進する。

2006年に NPO法人日本 GAP協会が設立された当時

は，まだ GAPについて知る人は少なかった，その後，

農業界と流通業界の両方で GAPの普及・認知向上の努

力が重ねられてきた。食料・農業・農村基本計画の策定

を経て，まさに農産物の安全を確保する手法として

GAPは中心の座を占め，完全に本流になったと言える。

日本 GAP協会の設立には二つの目的があった（日本

GAP協会，2010 b）。

一つは，日本発の国際的にも通用する本格的な GAP

「JGAP」の基準および制度を普及させることで，日本農

業の経営力を向上させることを目指した。安全性の高い

農産物の生産と環境にやさしい農業の普及を推進し，同

時に経済的にも持続的な農業経営と両立させることを目

指した。JGAPはそのために創られた基準である。

もう一つは，日本国内の GAPの基準統一である。日

本 GAP協会が設立された 2006年当時，大手の流通各社

や生協はそれぞれ独自の GAPを作り生産側に取り組み
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表－1 日本 GAP協会　理事会

理事長 木内博一 農事組合法人和郷園

副理事長 藤井滋生 イオン株式会社

副理事長 上杉　登 三菱商事アグリサービス（株）

専務理事 武田泰明 専務理事　事務局長

生産側理事 川森　浩 農事組合法人鈴鹿山麓夢工房

栗田洋蔵 有限会社育葉産業

斎藤一志 農業生産法人いずみ農産

佐塚　高 JA静岡経済連

玉造洋祐 有限会社ユニオンファーム

仲野隆三 JA富里市

服部一成 服部果樹園

流通側理事 泉谷定男 株式会社ダイエー

内山和夫 日本生活協同組合連合会

恵本芳尚 株式会社イトーヨーカ堂

大崎善保 デリカフーズ株式会社

辻　信之 株式会社シジシージャパン

中井　尚 （社）日本フードサービス協会

藤猪健次郎 （株）ケーアイ・フレッシュアクセス

その他 増田陸奥夫 （社）日本食農連携機構

和田正江 主婦連合会

監事 田村和彦 （株）アグリコミュニケーションズ
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2009），世界的にも評価の高い GAPとして広く認知を得

つつある。このような GAPは，日本では JGAPだけで

ある。

農業事業者として，遵守すべき法律や従うべき規範群

がある。これらの法律などを遵守するために農業経営者

が活用する便利な道具が JGAPであると位置づけてい

る。この関係については，図― 1に示したとおりである。

2010 年 4 月には農林水産省が「農業生産工程管理

（GAP）の共通基盤に関するガイドライン」（農林水産

省，2010 b）を発表した。このガイドラインの中で「農

業事業者が遵守すべき法律や従うべき規範群」について

国の方針が示されており，JGAPも 2010年版から対応

している。

JGAPは，農業経営者または JA等の生産者団体の経

営者が活用する経営管理の手法である。JGAPに定めら

れた「適切な農場管理」を通して，食の安全や環境保全

型農業といった課題を解決することができるよう基準は

開発されている（図― 2）。しかも JGAPは，農場管理と

いう仕事の効率化も実現できるよう設計されている

（図―
　

3）。2008年 9月に JGAP認証農場・認証団体に対

して実施したアンケート調査（有効回答 53）では，

65％の農場が JGAP導入後に以前より農場管理の仕事が

効率的になったと回答している。JGAPは食の安全性を

1）。生産側と流通側の両方が開発に加わり，共通の基準

JGAPが完成したことにより，その認証が「信頼できる

農場の目印」として生産・流通の両方の現場で機能する

ようになった。今では JGAP認証を仕入先の評価に活用

する流通業者も増え，また産地ブランドの土台として

JGAPを活用する生産者団体も多い。JGAPの導入，つ

まり「適切な農場管理の実践」が農産物の販売で評価さ

れることにより，より「適切な農場管理を行おう」とい

う生産側の意欲が高まる仕組みになっている。取り組む

理由が明確な JGAPは，農業現場で急速に普及が進んで

いる。例えば，JGAPの認証制度は 2007年に始まった

が，3年間で 1,000以上の農場が認証を取得・継続して

いる。

I JGAPの概要

日本 GAP協会が開発する GAPは JGAP（Japan Good

Agricultural Practice：日本の良い農業のやり方）と称し，

すでに青果物，穀物，日本緑茶の農場用のものがある。

JGAPは農業者，JA，大手小売業，生協関係者等が参加

して共同開発しており，産地の販売力強化に大きく貢献

するものである。特に JGAP青果物は，欧州で普及が進

んでいる GLOBALGAP（旧：EUREPGAP）と同等レベ

ルのものであるという認証を取得し（GLOBALGAP

図－1 法律などと JGAPの関係
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高めるだけではなく，農場管理のコストダウンにもつな

がる手法であると言われている。

適切な農場管理が大切なのは誰もが異論のないところ

である。加えて，それをいかに効率的に行うかが重要で

あり，JGAPが農業現場に大きなメリットをもたらす部

分である。

また JGAPでは，ISO9001などに類似した第三者認証

制度によって，農場・生産者団体の JGAP導入状態は客

観的に評価され，一定の基準を満たした農場・生産者団

体に JGAP認証が付与される。付与された JGAP認証は，

農産物の取引において「信頼できる農場の目印」として

機能しており，多くの流通事業者が「仕入先の信頼性を

評価する指標」として活用し始めている。

良い管理を行っている農場・生産者団体は，JGAP認

証を通して「信頼性の高い生産管理体制が構築された農

場・生産者団体」であることを，農産物バイヤーをはじ

め社会全体にアピールすることができる。JGAPは，農

場管理の善し悪しが “見える化” される仕組みであり，

生産側と消費側の信頼関係を醸成し，安いだけの農産物

が流通しにくい市場環境を形成する土台になるとも評価

されている。

JGAP認証は，農業生産法人や JA等の生産者団体を

中心に広がっている。JGAPの第三者認証制度は 2007

年 11月に始まったが，2011年 3月末の JGAP認証農場

は 1,385農場となっている。このうち半分以上が JA関

連の生産部会である。農業生産法人，JA，個人問わず，

JGAPの活用が拡大している。

JGAP の審査認証機関は 3 社ある。図― 4 のとおり，

日本 GAP協会は，これら審査認証機関の認定機関とし

ても位置づけられている。日本 GAP協会による審査認

証機関に対する認定監査によって JGAP認証の信頼性は

高く保たれる一方，審査認証機関は審査料金や審査の品

質を競い合っており，ここにも市場原理を働かせている。

全国の JGAP導入農場は，JGAP指導員から指導を受

けながら取り組んでいる事例が多い。JGAP指導員とは，

日本 GAP協会の研修を通して養成された GAPの指導者

である。日本の GAP関係者の多くが，日本 GAP協会の

研修で GAP の基礎を学んでいる。その数は 2010 年

12月
　

末で 3,000名を超えており，全国的な JGAP普及の

中心となって活躍されている。そのうちの 3分の 1以上

が都道府県の普及指導員や JA関係者である。農業現場

に身近な肥料商などの農業資材関係者の中にも JGAP指

導員は多い。

JGAPはオープンな基準として，すべての農業生産者

が利用できる手法であり，主要な小売関係者が関与して

図－2 JGAP青果物 2010年版 管理点と適合基準　目次

図－3 信頼性の高い生産管理体制を構築する JGAP導入
ステップ

図－4 JGAPの審査認証機関と日本 GAP協会の関係
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いることから認証の汎用性も高い。JGAP基準の開発メ

ンバーの半分が農業生産者であり，日本の生産現場で使

いやすい GAPであると評価されている。JGAPは，導

入にかかるコストも農業生産者が商業的に継続可能な範

囲に設計されており，普及しやすい条件がそろっている。

JGAP には，二つの取り組み方が用意されている

（図―
　

5）。一つは個別導入・個別認証であり，もう一つ

は団体導入・団体認証である。個別導入とは，一つの農

業経営体で JGAPに取り組むやり方であり，個人事業主

としての農業者や農業生産法人がこれにあたる。団体導

入とは，複数の農業経営体が集まった団体の単位で

JGAPに取り組むやり方であって，JAやその他の生産者

団体がこれにあたる。団体導入では，JGAPの基準が求

める農場管理の仕事を団体の中で役割分担して取り組む

ことになるので，それぞれの農業経営体の「農場管理と

いう仕事の負担」を軽減しながら「JGAP＝適切な農場

管理」を実践することができる。JAまたは部会の中で，

これら農場管理の仕事を役割分担し，組合員の手間を軽

減しながら，JA部会全体として適切な農場管理を実現

していくことが JGAPの有効な活用方法である。JAの

ような団体単位で，組合員である農家をまとめて JGAP

に取り組む形は， JGAP の利点を多く享受できる。

JGAPの取り組みは，消費者を含む農産物の需要者から

高く評価されるものであり，この時 JAが大きな役割を

担うと確信している。農場管理という仕事を JAと農家

で役割分担することで，組合員は助かるし，一体感のあ

る団体運営で高い集荷率の実現にも貢献するだろう。

JAは JGAPの団体導入の考え方を活用し，「組合員のた

めに，適切で効率的な農場管理の実現をサポートしよう」

というのが，JAが GAPに取り組むときの大切な視点で

ある。

2010年 7月から JGAPマークの消費者向け表示が始

まった。JGAP認証を取得した農場や JAが商品に図― 6

にある JGAPマークの表示を始めている。JGAPマーク

は，食の安全，環境保全型農業，労働安全に配慮した農

場・団体で生産された農産物であることを表すものであ

る。JGAPマークは，消費者向け農産物ブランドではな

く，その農産物を生産した農場・団体が導入している経

営管理の手法を伝えるマークとして利用され始めている。

GAPの内容は，食の安全を確保するために農業者が

努力していることそのものである。消費者に対しても，

農業者の努力を伝えることは大切である。消費者団体へ

のインタビューによれば，食育の点から，消費者側から

GAPについて知りたいという声も高まっているという。

自分たちが食べている農産物の安全がどのように守られ

図－5 JGAP二つの取り組み方　個別導入と団体導入

図－6 JGAPマーク

図－7 海外の GAPの消費者向け表示
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は現在 GLOBALGAP version4との同等性認証に取り組

み中である。

JGAPは GLOBALGAPの同等性認証を得ることで，

図― 9の仕組みにより，JGAPの審査で GLOBALGAPの

認証を取得できるようになった（日本 G A P 協会，

2010 a）。同等性認証の方式には，FB（Full Benchmarked）

方式と AMC（Approved Modified Checklist）方式と呼

ばれる 2種類があるが，2010年においては AMC方式

が主流である。JGAPも AMC方式で同等性認証を得て

いる（図― 9）。

GLOBALGAPの同等性認証を取ることで，その GAP

ているのか知りたいというのは自然なことだと考える。

図― 7に例を載せたが，海外の GAPも欧州の GLOBALGAP

を除く多くの GAP が消費者向けの表示をしている。

GAPの消費者向け表示は，ISO Guide65によるもので

あり，プロセス品質を示すものとして位置づけられてい

る（中嶋，2010）。

欧州の農業界と流通業界が共同で運営している GAP

に GLOBALGAPがある。採用している小売業の 9割以

上が欧州であり，認証を取得している農場も 8割が EU

内であることから，世界の標準 GAPというよりは欧州

の標準 GAPという方が現時点では正しい認識であると

考えるが，世界で最も普及している GAPであることは

間違いない（三菱 UFJ コンサルティング，2010）。

GLOBALGAP認証農場数は 10万を超えており，その 8

割が欧州域内である。認証している農産物の品目は 9割

以上が野菜と果実である。穀物や畜産や茶等他の農産物

でも GLOBALGAPの基準は開発されているが普及して

いない。GLOBALGAPでは，食の安全と環境保全型農

業の実践が基準の中で求められている（大日本農会，

2009）。

GLOBALGAPには同等性認証の制度がある。これは，

GLOBALGAPが他の GAP基準を GLOBALGAPと同等

（以上）であると正式に認める制度であり，JGAP も

2007年に同等性認証を得た GAPの一つである（図― 8）。

同等性認証を継続するためには，GLOBALGAP側の基

準の改版に合わせて基準変更をする必要があり，JGAP

図－9 JGAPと GLOBALGAPの同等性の仕組み

図－8 JGAPと GLOBALGAPの同等性認証の歴史



JGAP普及が IPM普及に与える影響と効果 391

―― 11――

み内容が異なる場合がある。包装資材を度々変更するこ

とも現実的ではなく，それを販売時に表示することも難

しい。

次に，事業者（流通業・加工業）の視点から，IPM

活用の誘引（インセンティブ・動機付け）について考え

てみたい。図― 11に論点をまとめてみたのでごらんいた

だきたい。彼らの関心事は，一言で言えば「IPMは付

加価値になるか？」ということである。高く売れるなら，

積極的に扱ってみたいということだろう。IPMは食の

安全を担保するものではないため，自らの店頭で食品事

故を起こさないための「品質管理としての取り組み」に

はならない。ここが GAPとの大きな違いである。エコ

ファーマーの農産物に高い価格がついていない現状を考

えると，IPMを導入していることをアピールした農産

物に高い価格がつくことは期待しにくい。

の認証は GLOBALGAPと同等であると認められ（例え

ば図― 9の JGAP＋ G認証は同等），農産物取引で活用

される。ただし前述のとおり GLOBALGAP認証を活用

している小売業はほとんど欧州であり，日本の主な農産

物輸出先であるアジア地域では役に立つとは言えない。

また欧州内にも GLOBALGAP認証を使わない小売業も

あり，注意が必要である（三菱 UFJコンサルティング，

2010）。日本国内は一般的に JGAP認証が利用されてお

り，GLOBALGAP認証が使われているケースは少ない。

1農業経営体あたりの年間の GLOBALGAPの認証費用

は JGAPの認証費用（6万円程度）の 4倍ほどであり，

基準の難しさよりもコストの問題により GLOBALGAP

認証を複数年にわたり継続できる農業者は日本では極め

てまれである。

II JGAP普及が IPM普及に与える影響と効果

私の経験上，IPMの考え方に反対する人に会ったこ

とはない。病害虫を防除する考え方の枠組みとして，誰

もが賛同しているだろう。しかしながら，日本において

その普及スピードは遅いといわざるを得ない。その理由

について考えてみる。

まずは農業者の視点から，IPM活用の誘引（インセ

ンティブ・動機付け）について考えてみたい。図― 10に

論点をまとめてみたのでごらんいただきたい。まずは

IPMを活用する生産面のインセンティブを考えてみた

い。海外の農場に IPMの視察に行くと，作業軽減を動

機としていることが多い。農薬の散布作業は大規模な農

場では大きなコストになっている。生物農薬はこの作業

の軽減に大きく寄与するだろう。しかし，日本の農場は

規模が小さいため，残念ながらこれが利点として浮かび

上がりにくい。作物によって異なるが，どれほどの規模

の農場であれば「農薬作業コストの軽減＞生物農薬によ

るコスト増」となるのか研究が待たれる。明らかに利点

が得られる農場には，普及活動を通じた積極的な生物農

薬の導入を行いたい。

一方の IPMを活用する販売面のインセンティブだが，

これは現時点では皆無と言わざるを得ない。IPMを導

入していることを農産物の販売時に表現することは容易

ではなく，また消費者には理解しにくい IPM技術も多

い。「農薬の使用量を減らしています」という環境面を

強調した販売は有利性があると考えるが（消費者の中に

は，それを安全性が高いと勘違いしている人もあるが），

JAS有機や特別栽培農産物の表示との兼ね合いで，自由

に打ち出しにくい面もある。IPMにも様々な導入度合

いがあり，同じ農業者でも圃場や生産年によって取り組 図－11 IPM 事業者（流通業・加工業）の視点

図－10 IPM 農業者の視点
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に事業者にとって仕入先（農場）の管理は不可欠な取り

組みであり，普及の強いパワーになっている。一方で

JGAPには環境保全型農業の面も含まれている。その中

には IPMの取り組みも必須事項として含まれており，

JGAP認証農場は必ず IPMを実践していなければなら

ない（図― 14）。JGAPは第三者認証制度になっており，

審査員が農場に行って実施状況を判断して認証してい

る。農水省「IPM実践指標」を学んだ審査員が現場で

判断をしている。認証にかかるコストは 1農場あたり年

1.5万円から 6万円程度であり，ビジネスとして農業を

行っている人には負担のないレベルである。

お　わ　り　に

このとおり，JGAPが普及すると，自動的に IPMが

普及するような仕組みになっている。食の安全が原動力

付加価値を少し拡大解釈すれば，企業価値の向上に寄

与できるかどうかも検討したい。IPMを環境にやさし

い農業と位置づけ，それを評価して積極購入する CSR

（Corporate Social Responsibility 企業の社会的責任）調

達やグリーン購入に位置づけられるかどうかがポイント

である。現時点では，このような意識の高い事業者（流

通業・加工業）は少ないが将来性は高い。ISO14001を

導入している小売・食品製造企業の調達基準に「IPM

導入農場の農産物を積極的に扱うこと」などが盛り込ま

れれば，IPM推進の原動力になるかもしれない。また，

SRI（Socially responsible investment 社会的責任投資）

というものも出てきている。これは CSRを行う企業の

株を積極的に購入する投資スタイルであり，そのような

投資信託が増えていることは追い風である。残念ながら

IPMの存在を知っている投資担当者は少なく，企業の

CSRの度合いを計る際に IPMが使われている例はまだ

ない。

これらを推進・実現していくときの最大の問題点は，

農場に IPMが導入されていることをどのように判断し，

これらの企業に伝えるかという仕組みである。IPMに

は第三者認証制度などがないため，自己申告にならざる

を得ない。ここに一つのハードルがあると考える。

最後に，生活者（国民）の視点から IPMを考えてみ

たい。図― 12に論点をまとめてみたのでごらんいただき

たい。IPMが推進され，環境にやさしい農業が普及す

ることは，国民全体の喜びであろう。そうであれば，

IPMを応援したいという生活者は多いはずだ。つまり

税金を使って IPMを推進していくことに賛同を得られ

る可能性がある。政府が推進している戸別所得補償の制

度に環境面を評価する軸を設け，IPMを導入している

農家をより厚く補償することもできるかもしれない。こ

のときに問題となるのは，前述した「農場に IPMが導

入されていることをどのように判断し，これを伝える仕

組み」である。行政の債務が世界最悪の水準になってい

る今，税金や公務員を大量に使って農家の IPM導入の

度合いを監査することには賛同を得にくいだろう。EU

の直接補償・環境支払制度は評価が高いが，これでさえ

も EUの会計監査院から行政コストの問題が指摘され，

改善が求められていると聞く。

以上の考察を行ったうえで，JGAPは IPM普及に貢

献できるか考えてみたい。図― 13に論点をまとめてみた

のでごらんいただきたい。JGAP普及は前述のとおり進

んでいる。その原動力は「食の安全を求める消費者と事

業者（流通業・加工業）のニーズ」であり，それに応え

ようとする農業者の姿勢である。このニーズは高く，特

図－12 IPM生活者（国民）の視点

図－13 JGAPと IPM普及
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5）日本 GAP協会（2010 a）: JGAP実務者のための導入ガイドブ
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技術通信社，東京，p. 151．
7） （2010 c）: 日本 GAP協会　理事会宣言 2010．

http://jgap.jp/JGAP_Assoc/rijikai_sengen2010.pdf
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ではあるが，同時に IPM等の環境保全型農業が進むこ

とを企図して JGAP は設計された経緯がある（日本

GAP協会，2010 c）。

IPMの考え方は素晴らしいと誰もが賛同する。あと

は普及の仕組みを整えることが重要であり，そのために

JGAPが貢献できる面は大きいと考える。
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図－14 JGAPに組み込まれた IPMの実践

22922：プライア水和剤（住友化学）11/05/11
ジエトフェンカルブ：25.0％，ベノミル：25.0％
いんげんまめ：灰色かび病，菌核病：収穫 14日前まで
あずき：灰色かび病，菌核病，炭疽病：収穫 14日前まで
蘆アミスルブロム水和剤 ※新製剤
22925：ボルテックス FS（日産化学工業）11/05/11
アミスルブロム：50.0％
だいず：茎疫病：は種前
えだまめ：茎疫病：は種前
てんさい：苗立枯病（アファノミセス菌）：は種前
蘆テトラコナゾール乳剤 ※新規参入
22926：ホクコーホクガード乳剤（北興化学）11/05/25
テトラコナゾール：15.0％
てんさい：斑点病：収穫 21日前まで
てんさい：褐斑病：収穫 21日前まで（散布，散布（ブーム），
無人ヘリコプター散布）

「殺虫殺菌剤」
蘆シラフルオフェン・カスガマイシン・トリシクラゾール粉
剤 ※新製剤

22923：ダブルカット J粉剤 DL（北興化学工業）11/05/11
シラフルオフェン： 0.50％，カスガマイシン一塩酸塩：

0.11％，トリシクラゾール：0.50％
稲：いもち病，ウンカ類，ツマグロヨコバイ，カメムシ類，
コブノメイガ：穂揃期まで
蘆ジノテフラン・チオファネートメチル水和剤 ※新剤型
22924：ホクコートップジンスタークルフロアブル（北興化
学工業）11/05/11
ジノテフラン：5.0％，チオファネートメチル：20.0％
稲：いもち病，紋枯病，カメムシ類，ツマグロヨコバイ：収
穫 14日前まで（散布，無人ヘリコプター散布，空中散布）

「殺菌剤」
蘆ジエトフェンカルブ・ベノミル水和剤 ※新混合剤
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